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「原子力人材育成関係者協議会」第６回協議会 議事要旨 (公開用) 

 

１．日時：平成２０年１２月１６日（火）１３：３０～１５：４０ 

２．場所：経済産業省本館１７階 国際会議室 

３．出席者：別添参照 

 

４．議題： 

（１）「原子力人材育成関係者協議会 報告書 平成 21 年版（素案）」の確認 

ａ．「原子力人材育成に向けた取組の方向性（素案）」の確認 

（学生アンケート調査結果の概要含む）  

ｂ．「人材育成に関する国際対応作業会」に関する部分の確認 

（２）各作業会進捗状況確認 

ａ．「奨学金・研究者評価作業会」の進捗状況確認  

ｂ．「原子力専門家人材マップ等作業会」の進捗状況確認  

（３）その他 

 

５．議事： 

各議題について担当主査、作業会メンバー等より説明し、委員間で議論した。 

 

（１）「原子力人材育成関係者協議会 報告書 平成 21 年版（素案）」の確認 

ａ．「原子力人材育成に向けた取組の方向性（素案）」の確認 

・原子力人材育成に向けた取組の方向性（素案）については、ロードマップＷＧを中心とし

て人材育成全体を俯瞰した議論を行い、原子力の人材育成関係者が自ら実施していく内容

と他の分野へ提言していく内容を含め、報告書をまとめることとした。 

・産業界が期待している人材を大学が育成できるように、学生に対する評価を含め忌憚のな

い意見交換を進めることが重要である。 

・学習指導要領が改訂され今後教科書が作成される。今までの調査やアンケートの結果を踏

まえ、初等中等教育段階における方策についても具体的に記述すべき。 

・原子力専攻を卒業した後、（原子力分野だけではなく）種々の進路があることを示し、専攻

を選択する前の学生に、“原子力専攻は就職先の選択肢が狭い”と思われないことは重要。 

・立地地域における人材育成に関しては、高等専門学校の役割が重要であり、検討のスコー

プに入れていくべき。 

 

ｂ．「人材育成に関する国際対応作業会」に関する部分の確認 

・報告書に記載する人材育成に関する国際対応について議論した。 

・日本に留学した学生や外国で勤務して日本に帰ってきた日本人のデータベースがあれば便

利であるが、作成するのは非常に手間がかかることに留意することが必要。 

・国際人材について広く課題を抽出することに加え、優先順位をつけ具体的な計画に纏めて

ゆくことが重要。 

 

（２）各作業会進捗状況確認 

ａ．「奨学金・研究者評価作業会」の進捗状況確認  

・原子力学会教育委員会では大学･高専を対象に奨学金や研究者評価について広く意見を聞く
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為のアンケート調査を実施中。12 月中に締め切り、1 月に纏め、2 月に協議会に提案する

予定。 

・産学連携による研究では研究成果を論文に纏め発表することができないことがある。 

・原子力人材育成プログラムに関する改善要望の調査は、報告書提出の機会を適宜利用する。 

 

ｂ．「原子力専門家人材マップ等作業会」の進捗状況確認 

・原子力専門家人材マップについては、東大長﨑教授を委員長、電力やメーカーを委員にし

た委員会を組織し、シンクタンクを用いて検討を開始した。2006 年に安全基盤小委員会で

提示した人材マップをより広く深くさらに短期中期長期の時間軸を持たせたマップにする

予定。 

・人材マップは、事実関係の調査だけではなく対策含めた検討とする。 

・設計、建設、運転、放射線等の分野別のニーズを踏まえて分析すると一層有意義。 

 

（３）その他 

・報告書については、次回２月の協議会で議論し、４～５月に公表することとしたい。 

 

以上 
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（別紙） 

｢原子力人材育関係者協議会｣名簿  （敬称略：区分毎 50 音順） 
 
（１）座 長 

 服部 拓也  （社）日本原子力産業協会 理事長 
 
（２）学識経験者（原子力学会及び高専関係者を含む。） 
  ＜大学＞ 

 工藤 和彦  九州大学 高等教育開発推進センター 特任教授 
欠 小林 英男  横浜国立大学 安心・安全の科学研究教育センター 教授 
 班目 春樹  東京大学 大学院 工学系研究科 原子力専攻 教授 
 森山 裕丈  京都大学 大学院 工学研究科 原子核工学専攻 教授 

    
＜学会＞ 

欠 飯井 俊行  （社）日本原子力学会 教育委員会委員 
（福井大学大学院工学研究科  
原子力・エネルギー安全工学専攻 教授） 
 

   ＜高等専門学校＞ 
欠 小田 公彦  （独）国立高等専門学校機構 理事 

 
（３）電気事業者 

 工藤 健二  東京電力（株） 執行役員 原子力・立地業務部長 
 辻倉 米蔵  電気事業連合会 顧問（原子力技術担当）、関西電力（株） 顧問 

 
（４）原子力関連メーカー 

 小澤 通裕  日立ＧＥニュークリア・エナジー（株） 技術主管（第 6回より） 
 鈴木 成光  三菱重工業（株） 原子力事業本部  

原子力技術センター 原子力技術部長 
代出 前川 治   （株）東芝 電力システム社 統括技師長 

    （森 健二  原子力事業部 技監） 
（５）国（文部科学省、経済産業省、内閣府） 

 上田 洋二  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官（第 6回より） 
 大村 哲臣  経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 

（第 6回より） 
 坂口昭一郎  文部科学省 高等教育局 専門教育課 企画官 
 高橋 泰三  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課長 

欠 土橋 久   内閣府 政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付 
参事官（原子力担当）（第 6回より） 

 山野 智寛  文部科学省 研究開発局 原子力計画課長  
 

（６）研究機関、その他団体 
 杉本 純   （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 
 八束 浩   （社）日本原子力産業協会 常務理事 

  
 （７）事務局 
  （社）日本原子力産業協会 政策推進第２部 

リーダー 山本 晋児 
担当者  天野 宗歩、上田 欽一、小林 伸江 

 


